[bookmark: _GoBack]調査項目 Ａ

	· 本調査項目は、特に記載のない限り、調査対象期間である貴社の会社設立の時から２０１９年３月３１日までの間における貴社の国内向け同種の貨物及び第三国向け同種の貨物の生産及び販売について、価格、費用、生産、販売及び投資に関する生産者の決定が市場原理に基づき行われており、これらの決定に対する政府の重大な介入がない事実（ガイドライン７（６）一 ①）に関する情報を求めるものです。
· なお、以下において、単に「政府」と記載した場合は、中華人民共和国（香港地域及びマカオ地域を除く。以下「中国」という。）の中央政府、地方政府又は公的機関を指します。
· 回答欄は必要に応じ拡大して使用してください。
· 調査対象期間中において、下記項目について変遷があれば、その内容について時系列で詳細に回答してください。
· 本調査項目の回答に対する日本国政府の検証に正確を期すため、各質問の回答を作成する上で用いた資料及びその根拠となる書類の写しを、添付資料として提出（日本語訳を添付）してください。また、その添付資料名等を質問状に添付された「（別添）添付資料一覧表」に記入し提出してください。なお、添付資料には、必ず右肩に質問項目番号を明記し、同一質問項目番号に関する資料が複数に及ぶ場合は、書類の上部中央に根拠資料の連番を記載してください。どの質問項目に対する回答に係る根拠資料であるか明示されていない場合、提出したことが認識されない場合があります。回答がない場合は、数値に係るものは「0」、その他は「該当無し」とし、空欄にはしないでください。空欄は、貴社が当該質問に対して回答する意思がないものとして取り扱います。



A-1　調査対象貨物、国内向け同種の貨物及び第三国向け同種の貨物の製造、販売、輸出、輸入並びに原材料の購入等の事業の開始に当たり貴社に適用された、あるいは適用される可能性のある政府の法律、規制及び計画について説明してください。
	〔回答欄〕





A-2-1　上記A-1の事業を開始するに当たり、貴社に適用された政府の法律、規制又は計画等の名称及び該当部分の抜粋を添付資料A-2-1として提出してください（日本語訳を添付のこと）。

A-2-2　下記政府の計画等のうち、上記A-1の事業に関係する部分の抜粋を添付資料A-2-2-①～⑩として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
①中国共産党中央委員会、国民経済と社会発展第１３次５カ年計画制定に関する提議
②第１３次５カ年計画
③2011年版産業構造調整指導目録
④2015年版外商投資産業指導目録
⑤2017年版外商投資産業指導目録
⑥工業行業淘汰落後和過剰産能企業名単
⑦中国製造２０２５
⑧両用物質及び技術の輸出入許可証管理目録
⑨その他政府の計画
⑩上記①～⑨を踏まえ、貴社及び貴社工場が所在する省が策定した計画、当該地域の開発計画

A-3　国内向け同種の貨物の販売価格リストがあれば提出してください。価格リストがない場合は、価格リストに代わるものとして、貴社が取引先に対して商品を紹介する際に用いる資料を添付資料A-3として提出してください（日本語訳を添付のこと）。

A-4-1　調査対象貨物、国内向け同種の貨物及び第三国向け同種の貨物の製造に関する産業の状況について、①中国国内総需要量、総生産量、②主要な事業者（事業者名及び当該事業者の生産規模等）について説明してください。
1 中国国内総需要量、総生産量
	
	2014年4月～2015年3月
	2015年4月～2016年3月
	2016年4月～2017年3月
	2017年4月～2018年3月
	2018年4月～2019年3月

	中国国内総需要量（kg）
	
	
	
	
	

	中国国内総生産量（kg）
	
	
	
	
	



②主要な事業者（事業者名及び当該事業者の生産規模等）
	〔回答欄〕
主要な生産者（名称、生産能力、規模、シェア等）：






A-4-2　貴社の主な競合相手及び当該競合相手の生産能力、規模（業界における順位やシェア等）を記載してください。また、当該競合相手とは、どの点において競合しますか。競合の内容（特に競合する製品型番、顧客等）について説明してください。
	〔回答欄〕
競合相手①
競合相手名：
競合相手の生産能力、規模等：
競合の内容（特に競合する製品型番、顧客について簡潔に記載）：

競合相手②
競合相手名：
競合相手の生産能力、規模等：
競合の内容（特に競合する製品型番、顧客について簡潔に記載）：

競合相手③
競合相手名：
競合相手の生産能力、規模等：
競合の内容（特に競合する製品型番、顧客面に関して簡潔に記載）：



A-5　月別国内販売額、国内販売量及び平均販売単価を提出してください。回答には、別添の
様式A-5を使用してください。
なお、本回答については、別途貴社に送付した「調査対象貨物の生産者及び輸出者に対する質問状」の調査項目C国内向け販売価格のデータと整合させてください。差異がある場合（販売価格が税込みとなっている場合等）は、その理由を説明してください。

A-6-1　国内販売において、貴社は、政府の関与（特に、顧客との価格交渉に関して）を受けていますか。どちらか1つを選んでください。

	受けている
	
	→　A-6-2へ

	受けていない
	
	→　A-6-3へ



A-6-2　政府の関与を受けている場合は、その内容を説明してください。
	〔回答欄〕
関与する政府機関名：
関与の具体的な内容：




A-6-3　政府の関与を受けていない場合は、貴社が、独立した価格決定交渉を行うことを示す証拠となる書類（例：貴社と顧客との間のFAXや電子メールのやりとり、顧客からの注文書、注文の確認書）を用い、価格交渉の過程を取引先ごとに、当該取引について政府の関与を受けていないことを示す事実を以下の回答欄に説明してください。また、説明に用いた各取引についてのオファーから価格交渉の開始、受入、契約締結、価格調整、注文までを通した一連の書類の写し及び貴社が先方へ提示した価格の基となった資料を添付資料A-6-3として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕
取引先①
取引先名：
政府の関与を受けていないことを示す事実についての説明：
取引先②
取引先名：
政府の関与を受けていないことを示す事実についての説明：



市場経済の条件が浸透している事実の有無に関する質問状	開示版・非開示版
回答者名：　 　　　　　　　　　　　　		※上記いずれかに丸をつけてください。 
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A-7-1　販売先により販売価格は同じですか、異なりますか。どちらか１つを選んでください。
	すべて同じ
	

	販売先により異なる
	



A-7-2　貴社が生産する製品の販売価格が、販売先が異なってもすべて同じである理由又は販売先により異なる理由を説明してください。
	〔回答欄〕
同じである理由又は異なる理由：






A-7-3　また、販売先により異なる場合は、販売価格の決定要因について、販売先ごとにそれぞれ説明してください。
	〔回答欄〕
販売先①
販売先名：
販売価格の決定要因：
販売先②
販売先名：
販売価格の決定要因：



A-8-1　政府の法律、規則及び制度等で、貴社製品の価格、製造原価及び原材料（例えば、①トリス（クロロプロピル）ホスフェートの直接の原材料であるオキシ塩化燐、②当該オキシ塩化燐の原料である黄燐など）等の決定に影響を及ぼす（又は、過去に及ぼした）法律、規則及び制度等について、当該法律、規則及び制度等の名称及び関係する条文を示し、貴社製品の価格決定にどのように影響するかを簡潔に説明してください。また、A-2-2に記載した計画等の関係する部分の抜粋を添付資料A-8-①～⑩として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕




A-8-2　貴社製品の価格、製造原価及び原材料価格等の決定に過去に影響を及ぼした法律、規則及び制度等が変化した場合は、当該法律、規則及び制度等の適用がどのように変化したかについて説明してください。
	〔回答欄〕




A-9-1　貴社の事業に係る中国国内の事業者団体はありますか。また、貴社はその団体に加盟していますか。いずれか１つを選んでください。
	事業者団体が存在し、加盟している
	
	→A-9-2へ

	事業者団体は存在するが加盟していない
	
	→A-9-3へ

	事業者団体は存在しない
	
	→A-10へ



A-9-2　貴社が中国国内の事業者団体に加盟している場合は、次の表に事業者団体の名称と目的を記載するとともに、定款を添付資料A-9-2として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	事業者団体の名称
	事業者団体の目的

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



A-9-3　貴社が中国国内の事業者団体に加盟はしていないが、調査対象貨物、国内向け同種の貨物及び第三国向け同種の貨物の生産、販売、及び貿易等に係る事業者団体が存在する場合、次の表に事業者団体の名称と目的を記載し、その概要がわかる資料を添付資料A-9-3として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	事業者団体の名称
	事業者団体の目的

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



A-10　第三国輸出向け製品の価格リスト、又は、価格リストがない場合は、価格リストに代わるものとして、貴社が取引先に対して商品を紹介する際に用いる資料を添付資料A-10として提出してください（日本語訳を添付のこと）。

A-11-1　第三国向け輸出取引において輸出価格及び輸出数量に関して、貴社は政府の関与を受けますか。どちらか１つを選んでください。
	関与を受ける
	
	→　A-12へ

	関与を受けない
	
	→A-11-2へ



A-11-2　政府の関与を受けない場合は、貴社が、独立した価格決定交渉を行うことを示す証拠となる書類（例：貴社と第三国の購買者との間のFAXや電子メールのやりとり、第三国の購買者からの注文書、注文の確認書、その他（具体的に記載すること））を用い、価格交渉の過程を以下の回答欄に説明してください。説明に用いた証拠書類は添付資料A-11-2としてその写しを添付してください。
証拠書類については、取引についてオファーから価格交渉の開始、受入、契約締結、価格調整、注文までを通した一連の書類を提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕
価格交渉の過程を説明：







A-12　生産に用いる主な設備及び機器を列挙し、各々の購入先の名称、所在地、当該法人の所有形態を記載してください。
また、それらの各企業について、政府、政府系企業若しくは政府職員による出資を受けているか否か、政府職員が取締役を務めているか否かについて回答するとともに、出資を受けている又は取締役を務めているとの事実がない場合は、その証拠となる書類（株主名簿、董事会構成員名簿、定款等）を添付資料A-12として提出してください（日本語訳を添付のこと）。回答には別添の様式A-12を使用してください。

A-13　知的財産の保護に関して、貴社に適用される法令の名称を記載して、当該条文を添付資料A-13として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕
適用される法令の名称：
関係条文：





A-14　技術開発、製造、販売、ライセンス、技術使用及び特許権使用に関する契約を結んでいる場合は、契約名称及び契約内容、契約先の名称、所在地、当該法人の所有形態、並びに契約に至った経緯を記載し、契約書の写しを提出してください（日本語訳を添付のこと）。
　また、それら契約先の各々について、政府、政府系企業若しくは政府職員による出資を受けているか否か、政府職員が取締役を務めているか否かについて回答するとともに、出資を受けている又は取締役を務めているとの事実がない場合は、その証拠となる書類（株主名簿、董事会構成員名簿、定款等）を添付資料A-14として提出してください（日本語訳を添付のこと）。回答には別添の様式A-14を使用してください。

	〔回答欄〕




A-15-1　従業員の雇用と解雇に関して、政府の関与を受けていますか。どちらか１つを選んでください。
	関与を受ける
	
	→　A-15-2へ

	関与を受けない
	
	→　A-15-3へ



A-15-2　政府の関与を受ける場合は、関与する政府機関名及び関与の具体的な内容を記載してください。
	〔回答欄〕
関与する政府機関名：
関与の具体的な内容：








A-15-3　政府の関与を受けない場合は、具体的な雇用と解雇に係る仕組みを以下の回答欄に説明するとともに、その契約状況や契約条件がわかる資料を添付資料A-15-3として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕








A-16-1　貴社は、労働への対価として、従業員及びその家族に対し、住居の提供、医療サービ
ス、年金、教育等、賃金及び報酬以外の物資やサービスを支給していますか。どちらか１つを選んでください。
	支給している
	
	→　A-16-2へ

	支給していない
	
	→　A-16-3へ



A-16-2　支給している場合は、支給しているサービス名をすべて列挙するとともに、当該サービスの内容を説明してください。
	〔回答欄〕
支給しているサービス名：
支給しているサービスの内容：







A-16-3　貴社は外国人従業員（役員及び管理職等を含む）を雇用していますか。どちらか１つを選んでください。
	雇用している
	
	→　A-16-4へ

	雇用していない
	
	→　A-17-1へ




A-16-4　外国人従業員（役員及び管理職等を含む）及びその家族に対し、住居の提供、医療サービス、年金、教育等、賃金及び報酬以外の物資やサービスを支給していますか。どちらか１つを選んでください。
	支給している
	
	→　A-16-5へ

	支給していない
	
	→　A-17-1へ



A-16-5　支給している場合は、支給しているサービス名をすべて列挙するとともに、当該サービスの内容を説明してください。
	〔回答欄〕
支給しているサービス名：
支給しているサービスの内容：



A-17-1　貴社が生産する製品の種類及び生産量は、誰が決定していますか。いずれか1つを選んでください。
	自社で決定
	

	政府が決定
	

	その他
	



A-17-2　また、貴社が生産する製品の種類及び生産量の決定方法について、詳しく説明するとともに、貴社内での決定に至る検討過程が確認できる文書等を添付資料A-17-2として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕製品の種類の決定方法
製品①
製品名：
決定方法を説明：
製品②
製品名：
決定方法を説明：



	〔回答欄〕生産量の決定方法
製品①
製品名：
生産量の決定方法を説明：
製品②
製品名：
生産量の決定方法を説明：










A-17-3　貴社が生産する製品の種類及び生産量を自社で決定する場合、当該決定に当たり、政府に対して行う報告、届出、許認可等の手続きがあれば説明してください。
	〔回答欄〕






A-18　調査対象貨物、国内向け同種の貨物及び第三国向け同種の貨物の品種別月別生産量を提出してください。回答には、別添の様式A-18を使用してください。

A-19-1　貴社製品を国内で製造（製造設備形成のための投資等を含む）、販売又は輸出する際に、必要となるすべての政府の許認可等（公司法に規定された営業許可を含む）の手続きについて以下の回答欄に説明してください。その際、貴社が取得した許認可証類の写し並びに当該許認可等の根拠法令及び根拠条文を添付資料A-19-1として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕



A-19-2　また、その許認可等を取得するための要件、許認可等の取得に係る申請先の組織名、当該許認可等の取得の頻度及び当該許認可等の取得に当たり課せられる義務（例えば、事業の実施状況についての報告義務等）等を網羅的に説明して下さい。
	〔回答欄〕
取得要件：
申請先組織名：
取得頻度：
取得時に課せられる義務の有無：

	義務　　有り
	

	義務　　無し
	


上記で「有り」の場合はその内容を以下に説明してください。



A-20-1　貴社製品の販売先は、誰が決定していますか。どれか1つを選択してください。
	自社で決定
	

	政府が決定
	

	その他
	



A-20-2　貴社製品の販売先の決定方法について詳しく説明してください。
	〔回答欄〕
販売先①
販売先名：
決定方法を説明：
販売先②
販売先名：
決定方法を説明：



A-20-3　貴社は、新規販売先の開拓をどのように行っているか説明してください。
	〔回答欄〕
新規販売先の開拓方法を説明：








A-20-4　また、新規の顧客からオファーがあった場合、貴社はどのように対応しますか。
オファーから契約締結までの対応の流れを以下の回答欄に説明するとともに、①宣伝広告、②オファーから価格調整、契約内容に係るやりとり（顧客から営業担当者に送付されたFAX、電子メールのやりとりや営業日誌等の記録等）、③契約締結までに係る一連の書類サンプル（営業担当者が営業部長に依頼した最終承認を証明する書類等）を添付資料A-20-4として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕









A-21-1　貴社が生産した調査対象貨物の輸出を制限する、政府の規制（数量割当等）はありますか。どちらか１つを選んでください。
	有り
	
	A-21-2へ

	無し
	
	A-22へ



A-21-2　有りの場合は、その内容を簡潔に説明してください。
	〔回答欄〕
規制の名称：
規制の内容：






A-22　第三国向け月別平均輸出価格及び輸出量を提出してください。回答には、別添の様式A-22を使用してください。

A-23　貴社が生産した第三国向け同種の貨物の輸出の際の、貨物及び代金の流れを図示して説明してください。回答には、別添の様式A-23を使用してください。

A-24　外貨交換のレートはどのように決定されているかを以下の回答欄に説明してください。また、証拠となる書類を添付資料A-24として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕
外貨交換のレートの決定方法：








A-25-1　輸出によって得た外貨の扱い（外貨口座の開設や海外送金等）について、貴社は何らかの制約を受けていますか。どちらか１つを選んでください。
	受けている
	
	A-25-2へ

	受けていない
	
	A-25-3へ



A-25-2　受けている場合は、その制約の内容を説明してください。
	〔回答欄〕









A-25-3　貴社が生産した第三国向け同種の貨物を輸出している企業は、当該輸出によって得た外貨の扱い（外貨口座の開設や海外送金等）について何らかの制約を受けていますか。どちらか１つを選んでください。
	受けている
	
	A-25-4へ

	受けていない
	
	A-25-5へ



A-25-4　受けている場合は、その制約の内容を説明してください。
	〔回答欄〕


	




A-25-5　輸出で得た外貨の代金回収の際、中国の外貨管理局に送付する文書があれば、当該文書を添付資料A-25-5として提出し、その内容や送付手続き等について具体的に説明してください（日本語訳を添付のこと）。また、その際、同局による当該書類の審査がある場合、その内容について説明してください。
	〔回答欄〕







A-26-1　貴社では、資金の海外送金に関し、何らかの制約を受けていますか。どちらか１つを選んでください。
	受けている
	
	A-26-2へ

	受けていない
	
	A-26-3へ



A-26-2　受けている場合は、その制約の内容を以下の回答欄に説明してください。また、貴社が制約を受ける根拠となる法律、規則及び制度等があれば、その名称を記載するとともに関連部分の抜粋を添付資料A-26-2として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕
法律、規則及び制度等の名称：






A-26-3　貴社が生産した第三国向け同種の貨物を輸出している企業は、資金の海外送金に関して何らかの制約を受けていますか。どちらか１つを選んでください。
	受けている
	
	A-26-4へ

	受けていない
	
	A-27-1へ



A-26-4　受けている場合は、その制約の内容を以下の回答欄に説明してください。また、当該企業が制約を受ける根拠となる法令や制度等があれば、その名称を記載するとともに関連部分の抜粋を添付資料A-26-4として提出してください（日本語訳を添付のこと）。
	〔回答欄〕
法律、規則及び制度等の名称：








A-27-1　貴社の所有形態について、次のうちいずれか1つを選択してください。
		
		
		
		
		
		
		
		
		
		
		
		


A-27-2　上記A-27-1でその他に該当する場合は、その内容を具体的に記載してください。
	〔回答欄〕









A-28　世界における貴社の組織構造（貴社及び貴社の関連企業（定義については、同封の「不当廉売関税の課税に関する調査への協力のお願い」の「【資料１】用語の定義」参照）の所在等）について、以下の回答欄に説明してください。当該内容を示す図があれば、添付資料A-28として提出することで、説明に代えても構いません。
	〔回答欄〕
組織構造を説明：








A-29　貴社の定款を添付資料A-29として提出してください（日本語訳を添付のこと）。また、定款の修正を行っている場合には、修正前の定款も併せて提出し（日本語訳を添付のこと）、当該修正の理由及び修正内容を説明してください。
	〔回答欄〕
定款を修正した理由及び修正内容を説明：








A-30-1　外国資本を含めた貴社への資本参加に関して、政府による規制はありますか。どちらか1つを選んでください。
	規制　有り
	
	A-30-2へ

	規制　無し
	
	A-31へ



A-30-2　有りを選択した場合には、その規制の内容を説明してください。
	〔回答欄〕









A-31　貴社取締役会（董事会等）の役員全員について、氏名、所属、就任年月日、政府機関との兼職の有無（「有り」を選択した場合は兼職している職務）、他企業との兼職の有無（「有り」を選択した場合は、当該企業への政府若しくは政府系企業による出資の有無、政府職員による取締役就任の有無並びに貴社関連企業との関連の有無）、共産党との関係及び前職を別添の様式A-31に記載してください。

A-32　貴社の株式を５％以上保有していた（複数の関連企業が合計で５％以上保有していた場合を含む）すべての株主名称、属性、持株比率及び持株比率が５％以上となった日付を別添の様式A-32に記載してください。記載する際には、各株主の属性として、個人／一般企業（外資を含む）／中央政府／地方政府の別を記載してください。

A-33-1　取締役の選任に関して、政府の関与を受けていますか。どちらか１つを選んでください。
	受けている
	
	A-33-2へ

	受けていない
	
	A-33-2へ



A-33-2　受けている場合は、定款、辞令、経営会議の議事録、政府又は企業の発行した議決書又は通知書等証拠となる書類を添付資料A-33-2として提出してください（日本語訳を添付のこと）。

A-33-3  受けていない場合は、定款、辞令、経営会議の議事録、企業の発行した議決書又は通知書（任命書を除く）等証拠となる書類を添付資料A-33-3として提出し（日本語訳を添付のこと）、貴社が政府の関与を受けずに独立して選任を行っていることを示す事実等を以下の回答欄に説明してください。
	〔回答欄〕










A-34-1　貴社と貴社の関連企業で共通の取締役は存在しますか。どちらか１つを選んでください。
	存在する
	
	A-34-2へ

	存在しない
	
	A-35-1へ



A-34-2　存在する場合は、次の表に、当該人物の氏名、貴社及び貴社の関連企業における役職、それらの役職への着任年月日を記載してください。
	氏　名
（日本語及び英文）
	貴社における役職
（着任年月日）
	貴社の関連企業における役職
（着任年月日）

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	



A-35-1　利益の配分及び損失の補填に関し、貴社は、政府から独立した意思決定権を有していますか。どちらか１つを選んでください。
	有している
	
	A-35-2へ

	有していない
	
	A-35-3へ



A-35-2　有している場合は、社内の意思決定過程を説明してください。
	〔回答欄〕









A-35-3　貴社はこれまでに利益の配分を行ったことはありますか。どちらか１つを選んでください。
	有り
	
	A-35-4へ

	無し
	
	A-35-5へ



A-35-4　有りを選択した場合は、董事会が作成した利益配分案及び董事会による審議可決等の証拠となる書類を添付資料A-35-4として提出し（日本語訳を添付のこと）、貴社がどのように対応したかを以下の回答欄に説明してください。
	〔回答欄〕









A-35-5　貴社はこれまでに損失が発生したことはありますか。どちらか１つを選んでください。
	有り
	
	A-35-6へ

	無し
	
	A-35-7へ



A-35-6　有りを選択した場合は、当該損失が発生した際の董事会が作成した処理案及び董事会による審議可決等の証拠となる書類を添付資料A-35-6として提出し（日本語訳を添付のこと）、貴社がどのように対応したかを以下の回答欄に説明してください。
	〔回答欄〕








A-35-7　貴社では、発生した損失を政府から補填される仕組みを有していますか。どちらか１つを選んでください。
	有している
	
	A-35-8へ

	有していない
	
	A-36へ



A-35-8　有している場合は、その仕組みの内容を説明してください。
	〔回答欄〕








A-36　貴社に適用される破産法と財産法の全条文を添付資料A-36として提出してください（日本語訳を添付のこと）。

（以上）
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